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２ 空家等に対する区の対応の流れ 

空家等の適切な管理を促進するために、区では新たに空家等に関する陳情や情報提供等が

あった際は、現地調査、所有者等の特定調査を実施し、必要となる関連部署や関係機関にお

いて対応するとともに適正管理の働きかけを行い、その後の経過を観察していきます。また、

空家等の所有者等に適正管理の働きかけを行う際、区が実施している空家等利活用事業、空

家等対策事業及び空家等相談事業の案内を行う等により、これらの事業の活用を図ります。 

経過を観察していくなかで、所有者等が管理の是正を行わず、そのまま放置すれば著しく

保安上危険となる状態又は衛生上有害となる等のおそれがある場合、特定空家等認定のため

の立入調査の必要性を検討していきます。 
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図１０ 空家等対応フロー図 
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３ 所有者等による空家等の適切な管理の促進施策 

（１）台帳の整備による適正管理の促進 

空家等に関する情報を体系的に構成し、検索・抽出を容易にできるようにしておくことは、

より効率的かつ効果的な空家等対策の実施に必要です。区は、各種調査等により空家等の可能

性が高いと判断した建物を台帳として整備しました。なお、各種問い合わせに対し正確に対応

するため、ＧＩＳ（地理情報システム）等の台帳も整備します。 

また、区民や関係機関等から新たに空家等に関する情報提供を受けた場合も、空家等の調査

を行い継続的に台帳に記載するとともに、特定空家等に移行しないよう適正管理の働きかけを

行います。 

（２）所有者等への周知 

法第３条に規定されているように、空家等の適切な管理は第一義的に当該空家等所有者等の

責任において行われるべきであるため、空家等の発生を未然に防止する観点から、自己所有の

戸建て住宅等に居住している高齢者及びその家族への周知は特に重要であり、区では地域に密

着した地域活動センター等でのチラシ配布を行い、周知していきます。 

また、発生した空家等の所有者等に対しても、区報、ポスター、チラシ及び区ホームページ等を

活用し、空家等の問題点や所有者等の責務について広く周知することで、適正な管理を促します。 

（３）適切な維持管理を促進するための取組 

個々の空家等の対応記録については台帳に記載し、現地調査を行う際に活用していきます。 

また、NPO や民間事業者等と協力して、空家セミナー等を開催し、空家等の所有者等が適切な維

持管理を行えるよう意識啓発に努めるとともに、維持管理に必要な情報を提供していきます。 

（４）近隣住民や所有者等からの相談への対応 

区に寄せられる空家等に関する相談は、管理不全な空家等が周辺に及ぼしている悪影響等の

苦情や空家等の所有者等が抱える問題など多岐にわたる内容であるため、庁内での連絡体制を

密にし、個々の相談に対応していきます。 

（５）文京区空家等相談事業の実施 

空家等の所有者等が抱える課題は、相続問題や管理、利活用、除

却など多岐にわたります。そのため、様々な分野の専門家（弁護士、

税理士、建築士、宅地建物取引士及び司法書士）を相談員として登

録しています。空家等の所有者、権利者、又はそれぞれから委任を

受けた方は、年度内３回を上限として専門家の相談が受けられます。 
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（６）空家の譲渡所得の３，０００万円特別控除の周知 

 平成２８年度の税制改正で、空家となった

被相続人の住まいを相続した相続人が、耐震

基準を満たした家屋及び敷地又は家屋を取

り壊した後の敷地を譲渡した場合には、譲渡

所得から３，０００万円を特別控除する制度

が創設されました。 

 利活用が見込めず、適正な維持管理がされ

ていない空家等は、安全面、衛生面及び景観

面から非常に問題があることから、相続人に

よる空家等の早期売却を行うことが必要で

す。 

 「空家の発生を抑制するための特別措置（空家の譲渡所得の３，０００万円特別控除）」の制度は、

空家等の早期解消につながる効果があると考えられるため、空家等の所有者等に制度の周知を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(件) 

図１１ 3,000万円特別控除の申請件数の推移 

空家の譲渡所得の 3,000 万円特別控除について 
 

 相続日から起算して 3年を経過する日の属する年の 12月 31日までに、被相続人の居住

の用に供していた家屋を相続した相続人が、当該家屋（耐震性のない場合は耐震リフォーム

をしたものに限り、その敷地を含む。）又は取壊し後の土地を譲渡した場合には、当該家屋又

は土地の譲渡所得から 3,000万円を特別控除するものです。 

 平成 30年度までは、相続開始の直前まで、被相続人が家屋に居住している場合のみが適

用対象でしたが、平成 31年４月１日以降の譲渡について、要介護認定等を受け、被相続人

が相続開始の直前まで老人ホーム等に入所していた場合も、一定要件を満たせば適用対象と

なりました。 

 また、令和元年 12月 31日までとされていた適用期間（譲渡日）は、令和 5年 12月

31日まで延長されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※昭和 56年 5月 31日以前に建築された家屋に限る 

図１２ 3,000万円特別控除の対象物件について 
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４ 空家等及び除却した空家等跡地の活用の促進施策 

（１）文京区空家等利活用事業の実施 

 管理不全な空家等の発生を防止し、生活環境の向上及び良好な景観の保全を図るため、不動産

関係団体との連携により、空家等の利活用を希望する所有者と空家の利用希望者をマッチングし

て空家等の有効活用を進めています。 

区は空家等の利活用を希望する所有者の申請に基づき、耐震性があり、建築基準法等の法令に

適合している当該空家等を台帳へ登録し、区ホームページに空家等情報を掲載すること等により、

空家等利用者を募集します。所有者と利用希望者が空家等の賃貸に関して合意に達したら、不動

産関係団体の仲介により契約を締結し、さらにその用途が営利を目的としない集会・交流施設、

体験・学習施設、その他地域の活性化に資する施設で、事業を１０年以上継続する場合は、改修

にかかる費用を助成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）文京区空家等対策事業の実施 

危険度の高い空家等は、所有者等の申請に基づき除却後の跡地を区が行政目的で利用すること

を条件に、除却費用を助成しています。 

継続して利用できる空家等は、文京区空家等利活用事業や地域課題に取り組むＮＰＯや専門家

団体へ情報提供するなど活用を図っていきます。 
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⑤区ホームページに
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② 調査 
依頼 

③ 報告 

④ 登録決定 

① 登録申請 

⑥ 仲介 

図１３ 文京区空家等利活用事業対応フロー図 

図１４ 文京区空家等対策事業対応フロー図 
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（３）文京すまいるプロジェクト 

 「文京すまいるプロジェク

ト」とは、住宅の確保に配慮

を要する高齢者・障害者・ひ

とり親に対する住まいの確

保と、その有する能力に応じ

可能な限り住み慣れた地域

で自立した日常生活が営め

るよう住まい方の支援を行

うものです。 

 区は、一定の基準を満たし

た空家等について、文京すま

いるプロジェクトの住まい

の協力店と連携を図り、利活

用の検討を進めていきます。 

（４）新たな住宅セーフティネット制度における、空家等の有効活用 

平成２９年１０月に「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（以下「住

宅セーフティネット法」という。）」が改正され、新たな住宅セーフティネット制度が創設された

ことで、住宅確保要配慮者に対する空室や空家等を利用した居住支援が進められています。 

本区においては、住宅セーフティネット法に基づき、平成２９年７月に居住支援協議会が設立

されています。 

居住支援協議会では、住宅確保要配慮者と民間賃貸住宅の賃貸人双方に対する情報提供等の支

援や円滑な入居促進に関し、必要な事項について協議・実施をするとともに、空室や空家等の住

宅の有効活用等についても検討し、連携した取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不動産関係団体 

・宅地建物取引業協会等 

 

居住支援団体 

・社会福祉協議会等 

 

連携 

文 京 区 

・福祉部等 

 

連携 連携 

図１５ 文京すまいるプロジェクト体系図 

出典：文京区 HP（https://www.city.bunkyo.lg.jp/var/rev0/0196/0029/sumairu.pdf） 

文京区居住支援協議会 

図１６ 居住支援協議会による協力体制図 

https://www.city.bunkyo.lg.jp/var/rev0/0196/0029/sumairu.pdf
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５ 特定空家等に対する措置及びその他の特定空家等への対処 

（１）法に基づく特定空家等への措置 

特定空家等の判断・認定は、国が公表している『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実

施を図るために必要な指針（ガイドライン）』を参考としながら、区が行います。 

なお、区は令和元年１０月に「文京区特定空家等に関する基準」（参考資料 P.５６を参照）を策

定しました。 

また、区は特定空家等については助言又は指導を行い、改善がされない場合については法に基

づき勧告、命令、行政代執行を行っていきます。 

法に基づく特定空家等への措置を行うにあたり、区は、法律、建築、不動産等の専門家で構成

する「文京区空家等対策審議会（部会）」の意見を聴いていきます。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７ 特定空家等に対する、助言・指導、勧告、命令、行政（略式）代執行までの流れ 
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a.立入調査（法第９条第２項～第４項） 

特定空家等の判断・認定をするにあたり、立入調査を行う場合は、その５日前までに所有者等

に通知を行い、『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイ

ドライン）』を参考としながら、立入調査を行います。 

b.特定空家等の判断・認定 

区は、『「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライ

ン）』を参考としながら、文京区特定空家等に関する基準に基づき「特定空家等」の判断・認定を

行います。 
 

c.助言又は指導（法第１４条第１項） 

特定空家等の所有者等に対して、区は除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとるように、助言又は指導を実施します。 
 

d.勧告（法第１４条第２項） 

助言又は指導したにもかかわらず、なお当該特定空家等の状態が改善されないと認められると

きには、区は相当の猶予期限を付けて、周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとるよ

うに勧告します。 

なお、勧告に基づく必要な措置が講じられない場合、地方税法の規定に基づき、当該特定空家

等に係る敷地について固定資産税等のいわゆる住宅用地特例の対象から除外されるため、区は東

京都文京都税事務所に勧告等の情報提供をします。 
 

e.命令（法第１４条第３項～第８項） 

上記勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかった場合、区が特に

必要があると認めるときは、その者に対して、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置を

とることを命令します。 
 

f.行政代執行（法第１４条第９項） 

必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が、その措置を履行しないとき、

履行しても十分でないとき又は履行しても期限までに完了する見込みがないときは、区は行政代

執行法に基づき、特定空家等の所有者等が履行すべき措置を代執行します。 
 

g.略式代執行（法第１４条第１０項） 

過失がなくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないときは、区はその措置を

行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせる略式代執行をします。 
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（２）不在者財産管理人制度、相続財産管理人制度の活用の検討 

財産の所有者等が行方不明の場合や、死亡して相続人が不存在の場合に、利害関係人の申立て

により、家庭裁判所が所有者等の代わりとなる者を選任し、その財産を管理させる民法上の制度

（不在者財産管理人制度・相続財産管理人制度）があります。 

空家等の所有者等が行方不明の場合や、死亡して相続人が不存在の場合には、区としてこうし

た制度の活用も検討し、財産管理人が選任された際には、修繕等の必要な措置を講じるよう働き

かけていきます。 

区が利害関係人として相続財産管理人の申立を行う場合の流れは、次ページのようになります。 

  

固定資産税等の住宅用地特例の適用について 

住宅用地は、その税負担を軽減する目的から、その面積によって小規模住宅用地と一般住宅

用地とに分けて課税標準の特例措置が設けられています。この特定措置は、一般に「住宅用地

特例」と呼ばれています。 

それぞれの住宅用地の特例措置については下表のとおりです。なお、住宅用地とは次のいず

れかのものをいいます。 

表９ 住宅用地に応じた特例措置 

区分 
課税標準の特例 

固定資産税 都市計画税 

小規模住宅用地 
住宅用地で住宅 1 戸につき 

200 ㎡ までの部分 
評価額×1/6 評価額×1/3 

一般住宅用地 
小規模住宅用地以外の住宅

用地（※） 
評価額×1/3 評価額×2/3 

※300㎡の宅地ならば 200㎡分が 1/6の評価、100㎡分が 1/3の評価となります。 

 

「空家等対策の推進に関する特別措置法」における「特定空家等」に該当し、区から所有者等

に対し勧告され、賦課期日（1月 1日）までに勧告に基づく必要な措置が講じられない家屋

の敷地については、課税標準の特別措置の適用対象から除外されます。 

 出典：東京都主税局「不動産と税金 令和 3年度版」（令和 3年 6月） 
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・事前相談(申立理由、予納金等) 

【区】 

・相談対応 

【家庭裁判所】 【相続財産管理人】 

・相続財産管理人の選任の 

申立に必要な書類作成 

・相続財産管理人の選任審判 

の申立書の提出 

 

・予納金の納付※１ 

・申立書の受理 

・相続財産管理人の選任審判 

・債権※２の請求書提出 

・債権の回収 

・還付された予納金の受領 

（還付がある場合） 

・財産目録の作成 

・相続人検索の公告※４ 

（公告期間：6ヶ月以上） 

・相続債権者・受遺者※3に対

する請求申出の公告、催告 

（公告期間：2ヶ月以上） 

・相続人検索の公告申立て 

 (相続権主張の催告） 

 

予納金 
額の 
通知 

提出 

通知 

提出 

（2 ヶ月経過） 

・相続財産管理人選任の公告 

・権限外行為許可の申立て 

（必要に応じて随時申立てが可能） 

 

・権限外行為許可 

・相続財産管理人の報酬支払い 
・報酬付与の申立て 

(報酬受領、職務終了） 
 

 

・予納金の還付 

（還付がある場合） 

保管金 
振込通知 
書の送付 

・不動産や株等の売却、清算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

図１８ 相続財産管理人選任及び選任後の手続き例 

出典：国土交通省「空き家対策における財産管理制度活用の事例集」令和２年１２月 

 

※１ 財産管理人の報酬は、相続財産から支払われます。相続財産が少なく報酬が支払えないと見込ま

れる時は、申立人が予納金として報酬相当額を裁判所に納付しそれを報酬にすることがあります。 

※２ 債権（略式執行に要した解体費用など） 

※３ 遺言により遺贈を受ける指定がされている者 

※４ 期間内に相続人としての権利を主張する者がいない場合において、裁判所が相当と認めるとき

は、特別縁故者の請求によって、債権の清算後残った相続財産の全部または一部を与えること

ができます。また、残余財産は国庫に帰属されます。
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  民法の改正（所有者不明土地等関係）の主な改正項目について（令和５年４月１日施行） 

 近年の人口減少や高齢化の進展等を背景に土地を利用したいというニーズが低下する中で土

地の意識が希薄化し、いわゆる「所有者不明土地」が全国的に増加しています。「所有者不明

土地」とは、不動産登記簿等を参照しても所有者が直ちに判明しない、所有者が判明しても連

絡がつかない土地を指しています。 

 「所有者不明土地」は、土地の所有者の探索に多大な時間と費用を要し、公共事業や復興事

業の支障となっているほか、適正な管理がなされず、周囲に悪影響を及ぼすおそれのある土地

が多く見られることから、国は、民法を改正し、以下のように制度の見直しを行いました。 

 

■新たに創設される制度                               

 
 

特定の土地・建物のみに特化して管理を行う所有者不明土地管理制度及び所有者建物管理制

度は、対象土地・建物のみ調査・管理対象とし、現行の財産管理制度に比べ、業務の効率化・

負担軽減を図ります。 

 

 

 

 
 
 

 

管理不全土地・建物管理制度は、所有者による土地・建物の管理が適切に行われず危険を生じ

させる管理不全状態にある場合、利害関係人の請求により裁判所が管理人による管理を命ずるこ

とができるというものです。 

 

 

 

 

 

 

■相続人不存在の相続財産の清算手続きの見直し（P.24 参照）                    

現行民法では、相続財産管理人の選任の公告、相続債権者等に対する請求の申出をすべき

旨の公告、相続人捜索の公告を順に行うこととしていましたが、下図のとおり手続きを統合

することで、権利関係の確定まで最低１０ヶ月を要していたところ最低６ヶ月まで短縮する

こととなりました。 

 

管理不全土地・建物管理制度 

⚫ 対象土地・建物以外の財産の調査・管理が不要 

⚫ 複数の共有者が不明な場合は不明共有持分の総体に管理人を一人選任できる 

⚫ 所有者が特定できない場合も対応可能 

制度の主な特徴 

⚫ 裁判所が、利害関係人の請求により弁護士、司法書士等を事案に応じて管理人に選任 

⚫ 利害関係の有無は、事案毎に裁判所が判断 

⚫ 管理命令の効力は、土地・建物のほか土地にある所有者の動産、管理人が得た金銭（売却代金等）、敷
地利用権に及ぶ 

制度の主な特徴 

選任・相続人
検索の広告 

６ヶ月以上 

２ヶ月以上 

請求申出 
の公告 

相続財産 
の清算 

権利関係

の確定 

相続財産清算人は、
選任・相続人検索の
公告期間内に満了す
るように公告する。 

図１9 民法改正後における相続財産の清算手続きの流れ 

出展 法務省民事局「令和３年民法・不動産登記法、相続土地国庫帰属法のポイント」（令和３年１２月） 

 

 所有者不明土地・建物管理制度 

※相続財産管理人の名称が

相続財産清算人に変更 
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第４章 空家等に関する対策の実施体制 

総合的な空家等対策を推進していくために、全庁を横断して情報共有するなど連携を進めます。

また、専門的な知見が必要な場合等においては、個々の状況に応じて専門家団体や関係機関等の

多様な主体と連携を図ることにより、空家等対策を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文京区空家等対策 

審議会・審議会（部会） 

諮問 

空家等の所有者等 

住環境課 空家等対策事業、空家等相談事業 

空家等利活用事業 

建築指導課 老朽建築物・門・塀・擁壁・看板に関すること 

特定空家等対応 

地域整備課 耐震助成、擁壁助成、不燃化特区制度を利用した老

朽建築物の建替え・除却費用の助成 

危機管理課 防犯に関すること 

管理課 区道に関すること 

環境政策課 アスベスト・悪臭・ハクビシン対応 

生活衛生課 ネズミ・スズメバチ・衛生害虫対応  

福祉政策課 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅に関すること 

区民課 町会に関すること、ＮＰＯに関すること 

 

相談・問合せ 対応・指導 

文京区 

助 言 

関係機関等 
 

都税事務所 

警察 

消防 

町会・自治会等 

 

 

 

 

連 携 

答申 

専門家団体等 
 

社会福祉協議会 

専門家団体 

ＮＰＯ団体 

 

 

 

 

連 携 

図２０ 空家等対策に係る連絡体制図 
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１ 空家等対策の推進に関する特別措置法    

平成26年11月27日 法律第127号 

 

（目的） 

第一条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地域住民の生活環

境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、

その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、

国による基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第十条第二項を除き、以下同じ。）による空家

等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与す

ることを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の

使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含

む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く。 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそ

れのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことに

より著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適

切である状態にあると認められる空家等をいう。 

（空家等の所有者等の責務） 

第三条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生活環境に悪影響を及

ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第四条 市町村は、第六条第一項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく空家等に関する

対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう努めるものとする。 

（基本指針） 

第五条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基

本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

二 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

三 その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじ

め、関係行政機関の長に協議するものとする。 

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

（空家等対策計画） 

第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針
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に即して、空家等に関する対策についての計画（以下「空家等対策計画」という。）を定めること

ができる。 

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対

策に関する基本的な方針 

二 計画期間 

三 空家等の調査に関する事項 

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）の活用の促進に関す

る事項 

六 特定空家等に対する措置（第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定

による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第十項の規定による代執行を

いう。以下同じ。）その他の特定空家等への対処に関する事項 

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提

供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

（協議会） 

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会（以

下この条において「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、市町村の議会の議

員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町村長が必要と認める者を

もって構成する。 

３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

（都道府県による援助） 

第八条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に関しこの法律に

基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提供及び技術的な助言、市町村相

互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めなければならない。 

（立入調査等） 

第九条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有者等を把握する

ための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第十四条第一項から第三項までの規定の施行に必要な限度において、当該職員又は

その委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められる場所に立ち入

らせようとするときは、その五日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければなら
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ない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難であるときは、この限りでない。 

４ 第二項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。 

５ 第二項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならな

い。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等） 

第十条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報であって

氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のために必要な限度にお

いて、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができ

る。 

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされているもののうち特別

区の存する区域においては都が処理するものとされているもののために利用する目的で都が保有す

る情報であって、特別区の区域内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区

長から提供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報

の提供を行うものとする。 

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるときは、関係する地

方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関し必要な情報の提供を求めるこ

とができる。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第十一条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又は賃貸する

ために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されてい

るものに限る。）を除く。以下第十三条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他

空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進） 

第十二条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者に対し、情報

の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等） 

第十三条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売

し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。）に関する情報の提供その他これらの

活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第十四条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、修繕、立木竹

の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保

安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等

については、建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることがで

きる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定空家等の状態が

改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除
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却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告す

ることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとら

なかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付け

て、その勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措置を命じようと

する者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書の提出先及び提出期限を記載し

た通知書を交付して、その措置を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠

を提出する機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から五日以内に、市町村長に対し、意見

書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第三項の措置を命じ

ようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴取を行わなければならない。 

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第三項の規定によって命じよ

うとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の三日前までに、前項に規定する者に通知

するとともに、これを公告しなければならない。 

８ 第六項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有利な証拠を提出

することができる。 

９ 市町村長は、第三項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者が

その措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する

見込みがないときは、行政代執行法（昭和二十三年法律第四十三号）の定めるところに従い、自ら

義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることができる。 

10 第三項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてその措置を命ぜ

られるべき者を確知することができないとき（過失がなくて第一項の助言若しくは指導又は第二項

の勧告が行われるべき者を確知することができないため第三項に定める手続により命令を行うこと

ができないときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はそ

の命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定め

て、その措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じ

た者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。 

11 市町村長は、第三項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他国土交通省

令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第三項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができる。この場合

においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、又は妨げてはならない。 

13 第三項の規定による命令については、行政手続法（平成五年法律第八十八号）第三章（第十二

条及び第十四条を除く。）の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施を図るために

必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土交通省令・総
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務省令で定める。 

（財政上の措置及び税制上の措置等） 

第十五条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ

円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に対する補助、地方交付税制度

の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等

に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の措置その他の措置を講ずるもの

とする。 

（過料） 

第十六条 第十四条第三項の規定による市町村長の命令に違反した者は、五十万円以下の過料に処す

る。 

２ 第九条第二項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、二十万円以下の過料に処

する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める日から施行す

る。ただし、第九条第二項から第五項まで、第十四条及び第十六条の規定は、公布の日から起算し

て六月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

（平成二七年政令第五〇号で、本文に係る部分は、平成二七年二月二六日から、ただし書に

係る部分は、平成二七年五月二六日から施行） 

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後五年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必要

があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。 
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２ 文京区空家等の所有者等へのアンケート調査報告書 

（１）目的 

空家等の所有者等に対して、当該建築物に関する維持管理の状況や今後の活用意向などをア

ンケート調査により把握し、空家等対策計画や今後の空家等対策の充実を図るための基礎資料

とすることを目的に実施しました。 

 

（２）実施方法 

既往の実態調査において空家等の可能性が高いと判断した建物について、建物登記情報等に

より判明した所有者等に対し、郵送及びポスティングによるアンケート調査を実施しました。 

 

（３）アンケート対象 

⚫ 空家一斉点検調査（消防や警察が把握している空家等、区民から寄せられた空家等の情報

及び相談を基に空家等の所在やその状態等を把握）の結果、空家等の可能性があると判断

した建物 

⚫ 老朽家屋の実態調査（区全体における老朽家屋（新耐震基準施行前（昭和 56年）に建築

された建物）の実態調査を行い、老朽化に伴う倒壊等の危険性がある家屋の実態を把握し、

その中で空家等かどうかの判定も実施）の結果、空家等の可能性があると判断した建物 

⚫ 水道閉栓情報を基にした調査（水道閉栓情報から空家等の可能性がある建物を把握し、登

記簿調査、現地調査等により、空家等の所在や状態を把握）の結果、空家等の可能性があ

ると判断した建物 

 

（４）調査期間 

平成２９年９月から平成２９年１２月まで 
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（５）調査状況 

空家等の可能性がある建物 680 件について現地調査等を実施しました。その結果、「建替

え・更地等となり解決されたもの」や「現地確認から居住等が確認されたもの」が確認出来た

ことから、680件のうちそれらを除いた２８０件が空家等の可能性が高いと判断し、アンケー

ト調査の対象としました。そのうち、建物登記が未登記等により所有者等住所が不明であり郵

送配付できない、郵便受けがふさがっているなどの理由から 25件に対しては配付が行えませ

んでした。そのため、最終的に２５５件にアンケートを配布し、89 件の返信があり、回答率

は 34.9％となりました。 
 

 各種調査における 

空家可能性数 

アンケート 

配付数 

アンケート 

回答数 

回答率
※1 

空家一

斉点検

調査 

総数： 156件 

そのうち 

・解決済み： 29件 

（建替え17件、更地9件、駐

車場3件） 

・現地確認により居住等確認

 32件 

故に空家可能性数： 95件 

配付数：     82件 

 

 

配付不可数※2：   13件 

返信数： 25件 

 

そのうち 

・郵送回答 23件 

・電話回答 2件 

30.5％※

1 

老朽家

屋の実

態調査 

総数： 470件 

そのうち 

・空家一斉点検と同一建物 

       39件 

・解決済み  149件 

（建替え105件、更地24件、

駐車場20件） 

・現地確認により居住等確認  

112件 

故に空家可能性数： 170件 

配付数：        159件 

 

 

配付不可数※2：   11件 

 

返信数： 59件 

 

そのうち 

・郵送回答 51件 

・電話回答 8件 

37.1％※

1 

水道閉

栓情報

を基に

した調

査 

総数： 54件 

そのうち 

・解決済み 6件 

（更地4件、駐車場2件） 

・現地確認により居住等確認 

 33件 

故に空家可能性数： 15件 

配付数：     14件 

 

 

配付不可数※2：     １件 

返信数： 5件 

 

そのうち 

・郵送回答 4件 

・電話回答 1件 

35.7％※

1 

合計 
総数： 680件 

空家可能性数： 280件 

配付数：        255件 

配付不可数※2：   25件 

返信数： 89件 34.9％※

1 

※１ アンケート回答数（返信数）／配付数 

※２ 建物登記が未登記等により所有者等住所が不明であり郵送配付できない、郵便受けがふさ

がっているなどの理由からポスティングも実施できなかったため  
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（６）アンケート調査結果概要 

・「土地・建物」両方を所有している方が、６割以上である（50/78）。 

・建物の取得は「相続した」が５割を超える（40/78）。 

・建物の完成時期は、昭和 40年以前が５割を超える（40/78）。 

・使用状況は、「自分が使用している」が６割を超え(54/89）、「自分以外が使用している」

が２割弱(14/89)となっており、各種調査からは空家等と想定されたが、所有者等が使用

している建物が約８割(68/89)となっている。 

・建物状態は、「現在でも住める状態にある（特に目立った破損はない）」が４割弱(39/100)

と最も多く、何かしら破損があるとの回答も同程度(37/100)である。 

・定期的な管理を「実施している」が６割を超える（47/78）。また、管理頻度は、「ほぼ毎

日」、「週に１回～数回」を合わせて４割を超えている（21/47）。 

・管理を行っていない理由は、「費用の問題」（4/11）、「高齢・健康上の理由」・「建物の利

用の予定がない」（いずれも 2/11）である。 

・他者による管理を「不要」としたものが、３割を超える（24/78）。 

・空家等対策の推進に関する特別措置法について「存在は知っているが内容については知ら

ない」が３割強（27/78）、「法律の存在を知っており、内容まで知っている」が１割強

（9/78）である。 

・区が実施している事業を「利用するつもりがない」が４割を超える（33/78）。 

・年齢は「60代以上」が６割弱（46/78）である。 

 
 

（７）傾向及び考察 

1：各種調査時点において空家等の可能性がある建物について、アンケート調査前に現地調

査等を行った結果、既に建て替わっていたり更地になっていたりするなど、時間経過とと

もに解決されている場合が多い。 

2：アンケート調査前に行った現地調査等において、建物状況、管理状況等から空家等と考

えられた建物であっても、実際には居住・物置等で活用しているなど、何らかの形で利用

していると答える所有者等が多い。 

3：管理については、適切な管理をしていると答える所有者等が多い。 

4：法や区が実施している事業の認知度が低い。 

上記の結果から、区が空家等と判断した建物であっても時間経過により解決されるもの

が多い一方、残りの解決されていない空家等については、物置等で活用している、又は適切

な管理をしているとの回答が多いことから、区の判断と所有者等の認識に乖離が見られる

ため、乖離を縮めていく必要がある。 

また、空家等の所有者等に対して区が実施している事業の認知度を高めていく必要があ

る。   




